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1. はじめに 

近年，山岳トンネルの耐震性に関して多くの研究が

行われており，地震時の安全性について関心が高まっ

ている．トンネル断面が破砕帯等の弱層を通過する場

合には，弱層の地震時変位に伴いトンネル覆工の変位

および断面力が局所的に増大することとなるが，具体

的な対策工は未だ確立されていないのが現状である．

一方で，対策工として，開削トンネルの側壁背面に免

震層を設置する工法 1)や，山岳トンネルの覆工背面に緩

衝材を設置する工法 2)等が開発されている．しかし，緩

衝材として剛性の小さいものを設置した場合，慣性力

によるトンネル覆工の変位が大きくなることが懸念さ

れる．そこで，本稿では，覆工背面に比較的剛性の大

きい埋戻しコンクリートを打設する工法を想定し，破

砕帯の地震時変位に伴いトンネル覆工に発生する変位

の抑制効果を数値解析により定性的に評価する． 

2. 検討ケース 

CASE1 として変位抑制工法なしのケース，CASE2 とし

て覆工背面に埋戻しコンクリートを打設するケースの

計 2 ケースについて比較検討する． 

3. 解析条件 

直径 10m の円形トンネルの横断面に対して，破砕帯

が交差する状況を想定し，二次元動的 FEM 解析を実施

する．図-1に解析モデル図，表-1に地盤物性値を示す．

表層，支持層，基盤層からなる水平成層地盤を想定し，

トンネル横断面に45°で交差する厚さ0.4mの破砕帯を

考慮する．地盤は平面ひずみ要素でモデル化し，表層

はひずみ依存特性を設定する．破砕帯はばね要素でモ

デル化し，ひずみ依存特性を設定する．破砕帯の物性

値を表-2 に示す．地盤－構造物間にはジョイント要素

を設置し，剥離・滑りを考慮する．ジョイント要素の

物性値を表-3 に示す．覆工は線形梁要素でモデル化す

る．覆工の部材諸元および物性値を表-4 に示す．CASE2

の埋戻しコンクリートは平面ひずみ要素でモデル化し，

厚みは 1.0m とする．モデルの側方と底面の境界は，粘

性境界によりモデル化する． 

 

図-1 解析モデル図 

 

表-1 地盤物性値 

 

表-2 破砕帯の物性値 

 
表-3 ジョイント要素の諸元 

 
表-4 覆工の部材諸元および物性値 

 

 

 
図-2 入力地震動 
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解析に用いる地震動は道路橋示方書のレベル 2 地震

動（タイプⅡ）のうちⅠ種地盤のものをモデル底面に

入力する（図-2 参照）．なお，解析手法は全応力の非線

形動的解析手法とし，解析コードは TDAPⅢを使用する． 

4. 解析結果 

図-3 にトンネル上下端の水平相対変位が最大となる

時刻における変形図を示す．対策工により，CASE2 では

CASE1 に比べ，層間変形角が約 67%抑制されていること

が分かる．これは埋戻しコンクリートの剛性によって，

構造物に接する地盤の破砕帯に伴う変形の不連続性が，

緩和されることが要因と考えられる． 

図-4 に CASE1，図-5 に CASE2 のトンネル上下端の水

平相対変位が最大となる時刻における断面力図を示す． 

CASE1 では，図-4 のように破砕帯交差位置において，

軸力および曲げモーメントが局所的に増大しているこ

とが分かる．一方，図-5 に示す CASE2 では CASE1 に比

べ，軸力および曲げモーメントが約 45％低減している

ことが分かる． 

上記の解析結果より，破砕帯を通過する山岳トンネ

ルにおいては，覆工背面の埋戻しコンクリートの剛性

により，覆工の変位を抑制し，断面力を低減する効果

が期待できると考えられる． 

5. まとめ 

破砕帯を通過する山岳トンネルを対象として，トン

ネル覆工（覆工厚 1.0m）の背面に埋戻しコンクリート

を1.0m打設した場合の変位抑制効果について二次元動

的 FEM 解析による検討を行った．検討結果として，以

下の知見が得られた． 

① トンネル覆工背面の埋戻しコンクリートにより，

トンネル覆工上下端の層間変形角が約 67%低減す

る変位抑制効果が見られた． 

② トンネル覆工背面の埋戻しコンクリートによる変

位抑制効果に伴い，トンネル覆工の軸力および曲

げモーメントが約 45%低減し，副次的に断面力の抑

制効果も見られた． 

本検討では，覆工背面に埋戻しコンクリートを打設

した場合の効果を確認したが，今後は変位抑制工法に

用いる材料の種類や設置範囲などの検討を行なってい

きたい． 

 

 
図-3 変形図（水平相対変位最大時刻） 

 

  

 (a) 軸力図 (b) 曲げモーメント図 

 （圧縮を正） （内空側引張を正） 

図-4 断面力図(CASE1，時刻 t=9.46s)  

 

  

 (a) 軸力図 (b) 曲げモーメント図 

 （圧縮を正） （内空側引張を正） 

図-5 断面力図(CASE2，時刻 t=5.61s) 
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